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序　章　計画策定にあたって

　

１　特定健診・特定保健指導導入の趣旨

　　　健診等の保健事業については、現在、老人保健法や医療保険各法に基づいて市町村、企業、医療保険者によって実施されていますが、各健診の役割分担が不明確であり、受診者に対するフォローアップが不十分である等との指摘がされています。

　　　このため、健診・保健指導については、

　　　①適切に実施することにより、将来の医療費の適正化が期待され、医療保険者がもっとも大きな恩恵を受けること

　　　②医療費のデータと健診・保健指導のデータを突合することができ、より効果的な方法等を分析できること

　　　③対象者の把握を行ないやすいことから保険者が実施主体になることにより、被保険者だけでなく、従来手薄だった被扶養者に対する健診も充実し、健診受診率の向上が見込まれる他、十分なフォローアップ（保健指導）も期待できることから保険者にその実施が義務付けられました。

　　　　上記の趣旨により、入善町国民健康保険の保険者である入善町は、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、平成20年度から糖尿病等の生活習慣病に着目した特定健診・特定保健指導を行なうこととします。

　２　生活習慣病対策の必要性

　　　特定健診診査は、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に注目し、この該当者及び予備群を減少させるための特定保健指導を必要とする者を、的確に抽出するために行ないます。

　　　これは、若い時からの生活習慣病の予防を行なうことにより、生活習慣病の境界段階で留めることができれば、通院や入院を減らすことができ、その結果として、中長期的には医療費の増加を抑えることも可能となります。

　３　内臓脂肪症候群に着目する意義
　　　平成１７年４月に、日本内科学会等内科系８学会が合同で内臓脂肪症候群の疾患概念と診断基準を示しております。

これは、内臓脂肪型肥満を共通の要因として、高血糖、脂質異常、高血圧を呈する病態であり、それぞれが重複した場合は、虚血性心疾患、脳血管疾患等の発症リスクが高く、内臓脂肪を減少させることでそれらの発症リスクの低減が図られるという考えを基本としています。

すなわち、内臓脂肪型肥満に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、また、発症してしまった後でも、血糖、血圧等をコントロールすることにより、心筋梗塞等の心血管疾患、脳梗塞等の脳血管疾患、人工透析を必要とする腎不全などへの進展や重症化を予防することは可能であるという考え方です。

この内臓脂肪症候群の概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積、体重増加が血糖や中性脂肪、血圧などの上昇をもたらすとともに様々な形で血管を損傷し、動脈硬化を引き起こし、心血管疾患、脳血管疾患、人工透析の必要な腎不全などに至る原因となることを詳細にデータで示すことができるため、健診受診者にとって、生活習慣と健診結果、疾病発症との関係が理解しやすく、生活習慣改善に向けての明確な動機付けができるようになると考えられています。

　

４　内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のための健診・保健指導の基本的な考え方

	
	これまでの健診・保健指導
	
	これからの健診・保健指導

	健診,保健指導の関係
	健診に付加した保健指導
	最新の科学的知識と課題抽出のための分析
	内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）予防のための保健指導を必要とする者を抽出するための健診

	特　徴
	プロセス重視の保健指導
	
	結果を出す保健指導

	目　的


	個別疾患の早期発見・早期治療
	
	内臓脂肪型肥満に着目した早期介入・行動変容

リスクの重複がある対象者に対し、医療、保健師、管理栄養士等が早期に介入し、行動変容につながる保健指導を行う

	内　容


	健診結果の伝達、理想的な生活習慣に係る一般的な情報提供
	
	自己選択と行動変容

対象者が代謝等の身体のメカニズムと生活習慣との関係を理解し、生活習慣の改善を自らが選択し、行動変容につなげる

	保健指導の対象者
	健診結果で「要指導」と指摘され、健康教育等の保健事業に参加した者
	
	健診受診者全員に対し、必要度に応じ、階層化された保健指導を提供

リスクに基づく優先順位をつけ、保健指導の必要性に応じて「情報提供」「動機付け支援」「積極的支援」を行う

	方　法


	一時点の健診結果のみに基づく保健指導

画一的な保健指導
	
行動変容を促す手法
	健診結果の経年変化および将来予測を踏まえた保健指導

データ分析等を通じて集団としての健康課題を設定し、目標に沿った保健指導を計画的に実施

個々人の健診結果を読み解くとともに、ライフスタイルを考慮した保健指導

	評　価
	実施回数や参加人数（アウトプット評価）
	
	糖尿病等の患者・予備群の２５％減少（アウトカム評価）

	実施主体
	市町村
	
	医療保険者


図表1：生活習慣病に関する健診・保健指導の基本的な考え方

　　５　計画の性格

　　　　この計画は、国の特定健康診査等基本指針（法第18条）に基づき、入善町国民健康保険が策定する計画であり、富山県医療費適正化計画と十分な整合性を図るものとします。

　　６　計画の期間

　　　　この計画は5年を1期とし、第1期は平成20年度から平成24年度とし、5年ごとに見直しを行います。

　　７　計画の目標値

　　　　国が示す参酌基準では、内臓脂肪症候群の該当者・予備群を平成27年度までに２５％減少することを目標としており、このことを前提として、平成24年度までの目標値を設定します。

第１章　入善町国民健康保険の現状

　１　国民健康保険被保険者の状況

　　　　入善町の人口は、平成19年3月31日現在で27,912人、このうち、国民健康保険の被保険者は9,165人（0～39歳が1,298人、40～64歳が2,289人、65～74歳が2,796人、75歳以上が2,782人）で加入率は32.8％となっています。

　　　　なお、平成20年度から平成24年度までの国民健康保険加入者数（0～74歳まで）の推計は次のとおりとなっています。

　　　　　　　　　　　　　　　　図表2：国保被保険者数の推移　　　　　　　　単位：人

	
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度
	24年度

	0歳～39歳
	1,280
	1,262
	1,245
	1,228
	1,211

	40歳～64歳
	2,224
	2,162
	2,100
	2,041
	1,984

	65歳～74歳
	2,787
	2,779
	2,772
	2,763
	2,755

	合　計
	6,291
	6,203
	6,117
	6,032
	5,950

	40歳～74歳（再掲）
	5,011
	4,941
	4,872
	4,804
	4,739


　　（注）75歳以上の被保険者は、平成20年度からは後期高齢者医療制度に移行する。

　２　基本健康診査の実施状況

　　　　老人保健法に基づく、基本健康診査の受診者から算定した特定健康診査の対象となる

40歳～74歳の国民健康保険の被保険者受診率は46.9％となっています。（平成18年度）

　　　　年齢区分別の受診状況は、以下のとおりですが、特に40歳代の男性の受診率が低い。　

図表3：基本健康診査の受診率
	年齢区分
	男　性
	女　性
	合　計

	40歳代
	17.0％
	(35/206)
	35.2％
	(69/196)
	25.9％
	(104/402)

	50歳代
	38.0％
	(156/411)
	42.0％
	(202/481)
	40.1％
	(358/892)

	60～64歳
	34.1％
	(166/487)
	51.5％
	(335/650)
	44.1％
	(501/1137)

	65～74歳
	44.8％
	(575/1283)
	60.9％
	(892/1466)
	53.4％
	(1467/2749)

	計
	39.0％
	(932/2387)
	53.6％
	(1498/2793)
	46.9％
	(2430/5180)


　３　医療費の状況

　　　　平成18年度の国民健康保険の医療費総額（老人保健制度による医療費を除く）は、

約18億4千万円で、一人当たりの医療費は約30万2千円であり、年々増加しています。

　図表4：医療費の推移　（一人当たりの医療費＝医療給付費額÷被保険者年間平均人数）
	区分
	一般被保険者
	退職被保険者
	一般＋退職　計

	
	医療給付

費用額

（千円）
	年間平均人数
	1人当り医療費（円）
	医療給付

費用額

（千円）
	年間平均人数
	1人当り医療費（円）
	医療給付

費用額

（千円）
	年間平均人数
	1人当り医療費（円）

	14年度
	727,997
	3,371
	215,959
	568,868
	1,670
	340,640
	1,296,865
	5,041
	257,263

	15年度
	839,890
	3,549
	236,655
	692,297
	1,869
	370,410
	1,532,187
	5,418
	282,796

	16年度
	845,874
	3,527
	239,828
	777,962
	2,142
	363,194
	1,623,836
	5,669
	286,441

	17年度
	916,492
	3,475
	263,739
	856,288
	2,397
	357,233
	1,772,780
	5,872
	301,904

	18年度
	932,518
	3,484
	267,657
	905,239
	2,597
	348,571
	1,837,757
	6,081
	302,213


第２章　特定健診・特定保健指導の対象者数

１　達成しようとする目標

　　　特定健診等基本指針に掲げる参酌基準をもとに、入善町国民健康保険における目標値は、計画期間が終了する平成24年度において、特定健診の受診率65％以上、特定保健指導の実施率45％以上、メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少率10％以上とし、下表のとおり設定します。

図表5：目標数値

	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	特定健診実施率
	50％
	54％
	58％
	62％
	65％

	特定保健指導実施率
	25％
	30％
	35％
	40％
	45％

	メタボリックシンドローム

の該当者・予備群者の減少率
	－
	－
	－
	－
	10％


２　特定健康診査等の対象者数・受診者数見込み

図表6：特定健診診査等の対象者数（被保険者数）の見込み

	
	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	男性
	40～64歳
	1,015
	995
	975
	956
	937

	
	65～74歳
	1,318
	1,320
	1,323
	1,325
	1,327

	
	計
	2,333
	2,315
	2,298
	2,281
	2,264

	女性
	40～64歳
	1,209
	1,167
	1,125
	1,085
	1,047

	
	65～74歳
	1,469
	1,459
	1,449
	1,438
	1,428

	
	計
	2,678
	2,626
	2,574
	2,523
	2,475

	合計
	40～64歳
	2,224
	2,162
	2,100
	2,041
	1,984

	
	65～74歳
	2,787
	2,779
	2,772
	2,763
	2,755

	
	計
	5,011
	4,941
	4,872
	4,804
	4,739


　　

図表7：受診者数見込み（上記の人数に各年の目標実施率を乗じて算出）

	
	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	男性
	40～64歳
	508
	538
	566
	593
	610

	
	65～74歳
	659
	713
	768
	822
	863

	
	計
	1,167
	1,251
	1,334
	1,415
	1,473

	女性
	40～64歳
	605
	631
	653
	673
	681

	
	65～74歳
	735
	788
	841
	892
	929

	
	計
	1,340
	1,419
	1,494
	1,565
	1,610

	合計
	40～64歳
	1,113
	1,169
	1,219
	1,266
	1,291

	
	65～74歳
	1,394
	1,501
	1,609
	1,714
	1,792

	
	計
	2,507
	2,670
	2,828
	2,980
	3,083


３　特定保健指導の対象者数・実施予定者数見込み

　　実施計画における特定保健指導の対象者の見込み数は国のデータによる全国推計値で算出した。

　　　　　　　　　　　　図表8：全国推計値

	
	年齢
	動機付け支援
	積極的支援

	男性
	40～64歳
	11.8％
	24.6％

	
	65～74歳
	27.6％
	－

	女性
	40～64歳
	10.2％
	6.0％

	
	65～74歳
	15.2％
	－


　

図表9：動機付け支援対象者

	
	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	男性
	40～64歳
	60
	64
	67
	70
	72

	
	65～74歳
	182
	197
	212
	227
	239

	
	計
	242
	261
	279
	297
	311

	女性
	40～64歳
	62
	65
	67
	69
	70

	
	65～74歳
	112
	120
	128
	136
	142

	
	計
	174
	185
	195
	205
	212

	合計
	40～64歳
	122
	129
	134
	139
	142

	
	65～74歳
	294
	317
	340
	363
	381

	
	計
	416
	446
	474
	502
	524


　

　　　前期高齢者（65歳～74歳）については、積極的支援の対象者となった場合でも

動機付け支援とします。

図表10：積極的支援対象者

	
	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	男性
	40～64歳
	124
	133
	140
	146
	151

	女性
	40～64歳
	37
	38
	40
	41
	41

	合計
	
	161
	171
	180
	187
	192


　

図表11：合計（動機付け支援と積極的支援の対象者数合計）

	
	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	男性
	40～64歳
	184
	197
	207
	216
	223

	
	65～74歳
	182
	197
	212
	227
	239

	
	計
	366
	394
	419
	443
	462

	女性
	40～64歳
	99
	103
	107
	110
	111

	
	65～74歳
	112
	120
	128
	136
	142

	
	計
	211
	223
	235
	246
	253

	合計
	40～64歳
	283
	300
	314
	326
	334

	
	65～74歳
	294
	317
	340
	363
	381

	
	計
	577
	617
	654
	689
	715


　３）特定保健指導を受ける見込み人数

図表12：特定保健指導対象者の合計に目標実施率を乗じて算出した見込み

	
	
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24

	男性
	40～64歳
	46
	60
	73
	87
	101

	
	65～74歳
	46
	60
	75
	91
	108

	
	計
	92
	120
	148
	178
	209

	女性
	40～64歳
	25
	31
	38
	44
	50

	
	65～74歳
	28
	36
	45
	55
	64

	
	計
	53
	67
	83
	99
	114

	合計
	40～64歳
	71
	91
	111
	131
	151

	
	65～74歳
	74
	96
	120
	146
	172

	
	計
	145
	187
	231
	277
	323


第３章　特定健康診査・特定保健指導の実施方法

１　特定健康診査

（１）実施場所

　　　　　集団健診（40～64歳）の場合、民間健診機関への委託実施とし、一定期間と場所を定め、町内の公共的な施設を巡回して行ないます。

個別健診（65～74歳）の場合、町内の医療機関で実施します。なお、必要に応じ町外医療機関についても実施することが出来ることとします。

　　（２）実施項目

　　　　　実施項目は、以下のとおり、原則として「標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）」（平成19年4月　厚生労働省　健康局）第2編第2章に記載されている健診項目とします。

　　　ア　基本的な健診項目

　　　　ア）問診（既往履歴、自覚症状等）

　　　　イ）身体計測（身長、体重、BMI、腹囲測定）

　　　　ウ）理学的検査（身体診察）

　　　　エ）血圧測定

オ）血液検査（中性脂肪、HDLコレステロール、LDLコレステロール）

　　　　　　　　　　　GOT、GPT、γ-GTP、ヘモグロビンA1ｃ）

　　　　カ）尿検査（尿糖、尿蛋白）

　　　イ　詳細な健診項目

　　　　　一定の基準の下、医師が必要と判断したものを選択

　　　　ア）心電図検査

　　　　イ）眼底検査

　　　　ウ）貧血検査（ヘマトクリット値、血色素量、赤血球数）

　　

（３）実施時期

　　　　　①平成20年度

ア．集団健診の場合　6月～8月頃

イ．個別健診の場合　6月～9月頃

②平成21年度以降

未定（平成20年度の特定健康診査の実施状況を見て、日程等を決定します。）

　　（４）委託の有無

　　　　　集団健診の場合は、民間健診機関へ委託して実施します。なお、契約形態は、個別契約とします。

　　　　　個別健診の場合は、町内の医療機関に委託して実施します。なお、契約形態は、集合契約とします。また、必要に応じ町外医療機関等への委託も行ないます。この場合は個別契約とします。

　　（５）外部委託者の選定に当たっての考え方　

　　　　　選定基準は、厚生労働省令である「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準」に基づき厚生労働大臣が告示にて定める外部委託に関する基準を満たしている機関であることとします。

　２　特定保健指導

　　（１）実施場所

　　　　　原則、入善町保健センターで実施します。

　　（２）実施内容

　　　　　特定健康診査の結果に基づいて、特定保健指導の対象者を明確にするために、「標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）」第3編第3章に記載されている内容とします。

　　　　　特定保健指導とは、対象者の生活を基盤とし、対象者が自ら生活習慣の課題に気づき、健康的な行動変容の方向性を自らが導き出せるよう支援するため、健康課題や優先順位を対象者と共に考え、実行可能な行動目標をたてられるよう支援できるプログラムを開発し、個別面接や小集団のグループ等を活用し行動変容のきっかけづくりを行なうことです。

　　　　　なお、特定保健指導プログラムは、対象者の保健指導の必要性ごとに「情報提供」、「動機付け支援」、「積極的支援」に区分し、各保健指導プログラムの目標を明確化します。

　　（３）実施時期

　　　　　特定保健指導は、一定の期間を指定して実施します。

　　　　　ただし、当該年度における特定保健指導対象者への特定保健指導は、特定健康診査受診後一定期間経過後から当該年度末までに着手するものとします。

　　（４）委託の有無

　　　　　特定保健指導は、町が直接実施するとともに、一部は特定保健指導業務受託機関への委託により実施します。この場合の契約形態は、個別契約とします。

　　

（５）外部委託者の選定に当たっての考え方　

　　　　　選定基準は、厚生労働省令である「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準」に基づき厚生労働大臣が告示にて定める外部委託に関する基準を満たしている機関であることとします。

　３　周知や案内の方法

　　（１）周知の方法　　　

　　　　　町広報紙への記載や町ホームページ等の掲載に加え、「健康カレンダー」等により周知します。

　　　　　特定健診・保健指導の対象者には、個人ごとに受診券・利用券を送付し実施を周知します。

　４　事業主健診等の健診受診者の記録収集

　　（１）事業主健診等の受診者の記録については、関係機関と連携して収集に努めます。

　　（２）事業主健診等の記録を求める場合は、電磁的記録により収集します。

　　（３）上記のほか、受診者本人に健診データの控えがある場合には、その写しを提供していただくよう「特定健康診査受診券」発送時等に案内します。

　

５　特定保健指導対象者の重点化

　　　特定保健指導は、原則としてすべての対象者に実施します。

ただし、対象者数が当初予定を越えた場合については、予防効果が多く期待できる対象者を優先的に実施するという観点から、今後の動向を踏まえながら以下の基準により優先順位をつけるか否かを検討します。

　　（１）年齢が若い対象者

　　（２）健診結果が前年度と比較して悪化し、特定保健指導レベルが前年度より高くなり、より緻密な保健指導を必要とする者

　　（３）質問票の回答により生活習慣改善の必要性が高いと認められた者

　　（４）前年度、積極的支援または動機付け支援の対象者でありながら、特定保健指導を受けなかった者

　６　図表13：実施に関する年間スケジュール

	
	20年度
	21年度

	4月
	データ管理システム　　　医療機関との契約

運用開始
	

	5月
	健診対象者の抽出

受診券等の印刷・送付
	

	6月
	特定健診の開始
	

	7月
	健診ﾃﾞｰﾀ受取　　　　　　保健指導対象者の抽出

費用決裁　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	健診ﾃﾞｰﾀ抽出

(前年度分)

	8月
	
　　　　利用券の印刷・送付

　　　　　　　　　　　　
	実施率等、実施実績の算出

支払基金への報告

(ファイル作成送付)

	9月
	(特定保健指導の開始)

(特定健診の終了)　　　　 
	　　　　　　　　　　　実施実績の分析

　　　　　　　　　　　実施方法等の見直し

	10月
	健診ﾃﾞｰﾀ受取　　　　　　保健指導対象者の抽出

費用決裁　　　　　　　　利用券の印刷・送付
	

	11月
	
	

	12月
	
	

	1月
	　　　　　　　　　　　
	

	2月
	(特定保健指導の受付終了)
	

	3月
	　　　　　　　　　　　　
	


第４章　個人情報の保護

　　　　特定健診や特定保健指導の記録の取扱いにあたり、個人情報保護の観点から適切な対応を行ないます。

　　　【ガイドラインの遵守】

　　　　○個人情報の取り扱いに関しては、個人情報保護法に基づく「国民健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」に基づいて行ないます。

　　　　○ガイドラインにおける役員・職員の義務（データの正確性の確保、漏洩防止装置、従業者の監督、委託先の監督）について周知を図ります

　　　　○特定健診・特定保健指導を外部に委託する際は、個人情報の厳重な管理や目的外使用の禁止等を契約書に定めるとともに、委託先の契約遵守状況を管理していきます。

　　　【守秘義務規定】

　　　　国民健康保険法（平成20年4月1日施行分）

　　　　　第120条の２　保険者の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者が、正当な理由なしに、国民保険事業に関して職務上知得した秘密を漏らしたときは、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。

　　　　高齢者の医療の確保に関する法律（平成20年4月1日施行分）

　　　　　第30条　第28条の規定により保険者から特定健康診査等の実施の委託を受けた者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若しくはその職員又はこれらの者であった者は、その実施に関して知り得た個人の秘密を正当な理由がなく漏らしてはならない。

　　　　　第167条　第30条の規定に違反して秘密を漏らした者は、1年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。

第５章　特定健康診査等実施計画の公表・周知

本計画の周知は、高齢者の医療の確保に関する法律第19条３「保険者は、特定健康診査等実施計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない」に基づき、町広報及び町ホームページに掲載し周知を図ります。

また、特定健診・特定保健指導の受診率等の向上を図るため、区長会、民生委員といった地区組織及び健診機関、食生活改善推進員等の健康づくりを実践されている団体等を通じて周知を図ります。

第６章　特定健康診査等実施計画の評価及び見直し

　　　　毎年度、事業目標としている受診率の増加並びにメタボリックシンドローム該当者・予備群の減少達成状況の確認を行なうとともに、平成22年度に中間評価として、実施体制、周知方法、委託事業者の選定方法、保健指導方法など細部にわたっての評価と検証を行なうものとします。

　　　　また、実施計画の見直しについては、この計画がより実効性の高いものとするために、達成状況の点検・評価だけに終わるのではなく、点検・評価の結果を活用し、必要に応じ、実施計画の内容を、実態に即したより効果的なものに見直します。

第７章　その他

　　　　介護保険法に基づく「生活機能評価」については、対象者及び検査項目が国民健康保険の特定健診と重複する場合があるので、受診者の利便性を尊重しながらも、両方の検査を確実に受診できる体制を整えます。また、受託予定である後期高齢者医療制度に基づく健康診査についても、国民健康保険の特定健康診査との連携をとりながら、円滑な実施を目指します。
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